


















 要  約:助産婦のマンパワー確保対策の一貫として、平成 6,7 年度に厚生省科学研究費を

戴き、助産婦教育機関 72 校の協力のもとに潜在助産婦の実態調査を行った。調査の結果、

非就業者が 1,635 名存在し、その内の546 名は 3年未満に就業を考えていることが明らか

になり、且つ就業希望者は地域保健活動の参加意欲か高いことか判明した。これらの潜在

者のパワーを活用することは有効である。しかし、地域保健活動には一定水準のケア能力

を必要とするので、「助産婦の産褥訪問」を中心課題にした潜在助産婦の研修会を日本助

産婦会の協力のもとに、6月に東京で 3日間、 9 月には滋賀県で 2日間開催した。研修内

容は、母子保健の動向と行政対策、昨今の妊産婦のニーズや育児の実態、生じている健康

問題への対応法などの要旨を基本とした。東京では北海道から九州に至る 56 名と、滋賀

県では 24 名の潜在助産婦が参加した。平均年齢は 30 代で研修受講後に市町村保健センタ

ーでの健康相談や保健指導、訪問指導などの活動を希望していた。そこで近い将来活動を

行う予定の潜在助産婦に対して、東京と滋賀県において訪問指導の具体的な実践指導を計

画し、先輩助産婦の同行指導のもとに、19 名の潜在助産婦に訪問の実践指導を行った。

  潜在助産婦の訪問指導は、対象のニーズや不安を的確に判断し、自己の妊娠・出産や育

児の経験を生かしながら確実な技術を用いた乳房のケアなど、対象に寄り添った支援で対

象者からは好評を博し、実践した助産婦も自信を得ることができた。

  本年は短期間で研修会の企画・運営をし、受講生に対しての実践指導も東京と滋賀県の

2 箇所でしか行えなかったが、地域活動を意図している潜在助産婦に実践を伴うこれらの

継続教育は、非常に効果的であると評価できた。


